
 
公 募 公 示 

 
国土交通大学校において、自動販売機の設置営業を下記要領により公募いたします。 
 
令和３年２月１６日 
                            国土交通省所管国有財産部局長 

国土交通省国土交通大学校長 
 

記 
 
１ 業務概要 
（１）業務名  国土交通大学校における清涼飲料水等自動販売機の設置営業 
（２）業務内容 国土交通大学校内に自動販売機を設置し、清涼飲料水等の販売を行う。 

清涼飲料５台及び食品１台･･･１事業者  
（３）業務期間 令和３年４月１日から令和４年３月３１日 

      ただし、必要に応じ５年を越えない範囲内で下記３による国有財産の使用許可期間

を更新し業務を行うことができる。 
 

２ 設置場所  東京都小平市喜平町２－２－１ 国土交通大学校内 
 
３ 国有財産の使用許可等 
（１）本業務を行う者は、業務に係る国有財産法第１８条の規定に基づく使用許可（以下、「国有財

産使用許可」という。）を受けるとともに、本公募にて提示した価格に消費税及び地方消費税

相当額を加算した金額を使用料として納付しなければならない。 
（２）使用許可期間は１年以内する。 
 
４ 公募参加資格 
（１）良質な商品又は優良なサービスを提供できる能力と実績を有すること。 

（２）予算決算及び会計令第 70 条及び第 71条の規定に該当しない者であること。 

（３）国税及び地方税を完納していること。 

（４）経営の状況又は信用度が極端に悪化していないと認められる者であり、適正な業務の履行が確

保される者であること。 

（５）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場

合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に

実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）でないこと。 

（６）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者ではないこと。 



（７）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していないこと。 

（８）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていな

いこと。 

（９）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していないこと。 

（10）暴力団又は暴力団員及び（６）から（９）までに定める者の依頼を受けて公募に参加しよう

とする者でないこと。 

 

５ 手続等 

（１）担当部局  

   〒187-8520 東京都小平市喜平町２－２－１ 

    国土交通省国土交通大学校 総務課総務課管財係 

    電話：042-321-1541 Fax：042-326-3883 

    丹(内線：2235  メール：tan-a2pu@mlit.go.jp 

    松永(内線：2236  メール：matsunaga-k9510@mlit.go.jp 

（２）公募要領の交付期間、場所及び方法 

令和３年２月１６日（火）から令和３年２月２５日（木）までの土曜日、日曜日及び祝祭日

を除く午前９時から午後４時までの間に、上記（１）において書面により交付、また国土交

通大学校ＨＰに掲載。 

 

（３）現場見学の日時、場所 

①日時  令和３年２月２４日（水）午前１０時 

②会場  東京都小平市喜平町２－２－１  国土交通大学校管理厚生棟１階 Ａ会議室 

③内容  自動販売機の設置施設の見学 

    ④その他 現場見学への出席者は１社２名以内とする。 

※現場見学参加希望者は令和３年２月２２日（月）午後３時までに、会社名、所在地、

電話番号、出席者名を記載の上、問合せ先までメールすること。 
 

（４）応募申込書の提出期限、場所及び方法 
令和３年３月５日（金）午後 4 時までに上記（１）に持参又は郵送で提出すること。ただし、

郵送の場合は提出期限までに必着のこと。 
 

６その他 
（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
（２）関連情報を入手するための照会窓口は、上記５（１）に同じとする。 
（３）応募申込書及び国有財産使用許可の申請書の提出に要する費用は、提出者の負担とする。 
（４）提出された応募申込書等は、提出者に無断で他の目的への使用は行わない。 
（５）応募申込書に虚偽の記載を行った場合は、当該申込を無効とするとともに、記載を行った提出

者に対して指名停止を行うことがある。 
（６）その他詳細は公募要領による。 


